
＜総 務 部＞ 

事 業 の 計 画 事 業 の 内 容 

１．制度・組織に関する 

事項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．会員の業務の改善に関す

る事項 

 

 

 

３．東日本大震災への対応 

 

４．関係各機関からの要請へ

の対応 

 

５．非司法書士排除に関する

事項 

 

 

６．危機管理への対応 

 

７．その他 

 

１．組織の充実・積極的広報活動の環境整備を図る 

（１）情報公開の内容の更新 

（２）会員発信文書の電子化の推進 

（３）隣接職能として仙台弁護士会等との連携・協調 

（４）会則、規則、規程等の改正への対応 

（５）成年後見制度利用促進法への対応 

２．裁判事務への対応 

（１）裁判所等関係機関との連携・協調 

（２）少額裁判報酬助成事業 

３．法務局からの調査委嘱への対応 

４．相続登記未了・所有者所在不明土地・空き家問題への取組み 

 

１．法務局との打合せ 

２．司法書士行為規範の周知徹底 

３．会員に対する苦情への対応  

４．事業承継への取り組み 

 

１．地方自治体及び関係諸機関からの要請への対応 

 

１．調停委員、空き家問題に関する協議会等への委員の推薦要請

への対応 

 

１．非司法書士排除に関する事業 

（１）非司法書士実態調査の実施 

（２）非司法書士行為者への対応 

 

１．地震・災害への対応 

 

１．日本司法支援センターへの対応 

２．（公社）成年後見センター・リーガルサポート宮城支部との連

携 

３．（一社）宮城県公共嘱託登記司法書士協会との連携 

４．日本司法書士政治連盟宮城県会との連携 

５．経済的困窮者に対する支援事業 

６．会館大規模修繕の実施 

 



＜企画広報部＞ 

事 業 の 計 画 事 業 の 内 容 

１．企画広報事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．その他の活動 

１．会員向け広報活動 

（１）会報の発行 

（２）宮城県司法書士会ＮＥＷＳの発行 

 

２．市民向け広報活動 

（１）市民セミナーの開催 

（２）司法書士制度等の広報活動 

（３）「子ども法律教室」の開催 

（４）法律講座の実施 

（５）法教育に関する会議等への委員派遣 

（６）相続登記未了・所有者所在不明土地問題・空き家問題 

  への取り組み 

（７）ホームページ・ＳＮＳ等の更新 

（８）エンディングノート等広報ツールの作成・改訂 

（９）各種団体への講師派遣 

 

１．成年後見制度利用促進法への対応 

２．その他 

 

 



＜研修部＞ 

事 業 の 計 画 事 業 の 内 容 

１．研修事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．裁判所等からの要請への

対応 

 

 

 

１．日司連会員研修実施要領に基づく単位制研修の実施 

（１）全体研修会 

 ①不動産登記・商業登記実務に関する研修 

 ②司法書士執務及び倫理等に関する研修 

 ③裁判実務に関する研修 

 ④未成年後見、成年後見実務に関する研修 

 ⑤財産管理業務に関する研修 

⑥法令改正等に関する研修 

⑦相談業務のための研修 

⑧その他、司法書士業務のために必要な研修 

上記に関する研修会を Web配信方式・集合方式を併用して 

２０単位程度実施予定 

（２）課題通信研修 

 ３回程度実施予定 （各回最大３単位） 

（３）新人研修会 

   当会の組織員としての認識を深め、司法書士としての職能倫

理を養成することを目的とした研修会を開催 

（４）ＤＶＤ・ストリーミング研修の実施 

   ＤＶＤ・日司連研修システムを利用したストリーミングによ 

る研修を実施 

２．日司連会員研修実施要綱に基づく年次制研修の実施 

 ９月頃に県内３か所で実施予定 

３．本会と支部の研修に関する連絡調整 

４．研修用ＤＶＤ、図書等の購入、整理、管理、貸出 

５．ブロック新人研修の運営補助 

６．特別研修の準備及び運営補助 

７．研修単位付与に関する資料の審査及び整理 

８．会員研修記録の調製及び管理 

 

１．未成年後見人等候補者の推薦要請への対応 

２．不在者財産管理人・相続財産清算人等候補者の推薦要請への対  

 応 

３．所有者不明土地建物管理人候補者、管理不全土地建物管理人候 

補者の推薦要請への対応 



事 業 の 計 画 事 業 の 内 容 

３．その他の活動 

 

 

 

 

 

１．研修テーマのアンケートの実施 

２．新人配属研修の実施 

３．司法過疎地配属研修の実施 

４．特別研修チューター養成講座の実施補助 

５．新人研修説明会の実施 

６．補助者研修会の企画及び実施 

７．業務に関する事例等の研究及び情報の提供 

８．単位制研修取得単位数０の会員減少に向けた活動 

 



＜相談事業部＞ 

事 業 の 計 画 事 業 の 内 容 

１．司法書士会総合相談セ 

ンター及び各種相談会

の開催・運営 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．震災・災害等に関する

相談への対応 

 

 

 

 

 

３．宮城県司法書士会調停 

センターの運営 

 

 

４．関係各団体への参加 

 

 

 

 

１．司法書士会総合相談センターの運営 

（１）司法書士会総合相談センターの開催 

  ・司法書士会館、石巻相談センター及び大崎相談センター 

（２）定期的相談会の開催 

・栗原市（金成、一迫）、大崎市（岩出山）、名取市役所、

白石市役所、石巻市役所等 

  ・仙台市精神保健福祉総合センター（はあとぽーと仙台） 

との連携による相談会 

（３）臨時相談会の開催 

  ・女性のための女性司法書士による無料法律相談会 

  ・高齢者・障害者のための成年後見相談会（（公社）成 

年後見センター・リーガルサポートとの共催） 

  ・相続登記義務化に向けた相談会、各種臨時相談会の開催 

（４）名簿登載相談員の拡充及び相談員研修会の開催 

（５）｢法の日週間｣の相談会開催 

（６）相談センター及び各相談会の広報 

（７）相続登記相談センターの広報、運営 

 

１．震災・災害等に関する生活困りごと相談への対応 

（１）相談会の開催及び相談員派遣 

（２）相談事例等の集約及び情報の提供 

２．福祉関係者との協力関係の強化 

（１）福祉関係者との情報交換・懇談会の開催 

（２）福祉関係者との連携による相談会の開催 

 

１．宮城県司法書士会調停センターの運営 

（１）調停実施者の養成 

（２）調停センターの広報 

 

１．相談員・講師・委員等派遣 

・関連する団体への相談員、講師、委員等の継続派遣 

及び、新規団体からの要請への対応 

 

 



事 業 の 計 画 事 業 の 内 容 

５．日本司法支援センター 

への協力 

 

 

６．宮城県災害復興支援士 

業連絡会への参加 

 

 

７．相続登記未了・所有者

所在不明土地・空き家問

題への取り組み 

１．委員・相談員等派遣 

（１）宮城地方事務所へ司法書士副所長を推薦 

（２）法律扶助審査委員の推薦 

 

１．災害復興支援士業連絡会に参加し、東日本大震災におけ 

る被災者支援の活動を行う 

２．関係各自治体・関連団体との情報交換、意見交換 

 

１．相続登記未了・所有者所在不明土地・空き家問題への取

り組み 

２．関係各自治体への協力 

 

  


